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1.両社の共通点
工代将章氏によるリクルート,中島豊氏によるギャップジャパン,両社の事例紹介を経て,今後の
  ｢成果主義｣に対する示唆を分析,検討していきたい｡
まず共通する点を指摘しておこう｡
第一に,企業の主戟力となっている人材は正社員に限らないことである｡いわゆる期間の定めなき
雇用契約を締結している正社員はコア人材として,相対的に少数の者が企業全体の運営に携わってい
るが,多数の実働部隊はリクルートの場合契約社員であり,ギャップジャパンはアルバイトである｡
第二に,従業員にとって自社の位置づけを｢キャリアの一環｣としているところである｡つまり他
社に異動することも予期,予想して人事制度,特に評価･育成制度を構築しているところである｡
第三には通常の人事上のオペレーションは現場に任せているため,管理職にわかりやすい制度を志
向しているように思われるところである｡
この3点について検討を加えていこう｡
2.人材のポートフォリオ
正社員以外の人材をどのように社内に位置づけるか｡通常の企業であるなら,単なる補助,定型業
務と位置づけ,あくまで正社員の支援という役割をくずさないであろう｡両社はこうした通念から離
れ,非正規従業員を戦力としてとらえているのである｡
その前提として,仕事を明確に区分している｡非正規従業員が行う仕事には正社員は手を出さない
し,その道もしかりである｡そして非正規従業員相互においてもそれぞれ異なった仕事を展開してい
る｡すべては仕事基準から始まり,その仕事に即した人材を配置することになる｡こうした人材の組
み合わせが人事の大きな仕事になっているといえる｡
3.キャリアの中の位置づけ
日本の大企業において,離職はほとんどないという企業も珍しくない｡ただし仕事基準人事を徹底
させると,どうしても昇進･昇格させられない,あるいは本人に任せる仕事が存在しない,という従
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業員がでてきてしまう｡人基準人事では本人の属性に注目するため,定年になるまでに課長(相当
職)には昇進させるという運用も可能であった｡こうした｢温情｣は仕事基準人事では配慮すること
は難しい｡
するとこうした人物については他社で勤務した方が幸せといういい方ができることになる｡ギャッ
プジャパンでは一定の退職率を見込んでいるというのはこのような見地があるということができる｡
このやり方は｢退職マネジメント｣という施策につながるものである｡
この退職マネジメントは諸刃の剣でもある｡退職マネジメントに資するような施策を講じると,倭
秀な従業員も退職してしまうからである｡企業のホンネとして優秀な従業員は残し,しからざる従業
員は退職してほしいと考えるであろうが,そう都合良くは運用できない｡この点,退職マネジメント
を推進するのであれば,半面,優秀な従業員が残留してもらえるよう引き止めることも必要となる｡
リテンションと人事担当者の中で言われている施策であるが,一言で言えば,残留した方が得と思わ
せることである｡教育･自己啓発に力を入れる,面白い仕事を与え,もしくは自ら面白い仕事を作り
出すことを認める,従業員を認め,褒める機会を作る,など両社の施策はリテンションにつながる施
策の宝庫ともいえ,他社の参考になるであろう｡
4.現場の運用の重視
人事制度は人事部が設計･構築するものであるが,運用は現場の管理職に委ねられている｡特に評
価の問題は現場が行わざるを得ない｡被評価者を一番よく知っているのは現場だからである｡つまり
現場が理解できないような制度を作ると,運用できないことになってしまう｡人事考課(評価)にあ
たっては公平感を厳密に考え,複雑な制度にしてしまうケースもあるが,両社ともある意味単純な制
度にしているような印象を受ける｡その結果,おそらく現場の管理職も従業員から質問があれば答え
られるであろうし,そのことが制度への信頼性につながるのであろう｡特にパラダイムの変更にあ
たっては大転換のイメージを従業員に有してもらうためにまず管理職が十分理解してもらわねば仕方
がない｡一方で人事部は企業の今後のあり方,それに伴った人事制度の骨子,従業員にとってのメ
リットデメリットなどわかりやすく伝える努力が必要となる｡両社とも,スローガンやキャッチフ
レーズを効果的に用い,はっきりした印象を持たせるよう努力していることに注目したい｡
5.ま　と　め
以上,両社の共通した部分について若干の分析を試みた｡このような方向がすべての企業に妥当す
るかといえば,その保障はない.｡しかしながら,両社とも若者を募集の中心に据えており,その層か
らの支持は高いものと思われる｡今後の企業が人事制度を改変するにあたって,参考にすべき内容で
あることには疑いがない｡こうした両社の事例が何らかの参考になれば幸いである｡
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